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2
0
1
6
年
4
月
の
電
力
小
売
り
全
面
自
由
化
に
伴
い
、

新
規
参
入
事
業
者
は
一
般
家
庭
な
ど
低
圧
受
電
の
施
設
向

け
に
も
売
電
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
で
、
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
の
動
き
は
加
速
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

豊
後
大
野
市
は
以
前
か
ら
、
売
電
に
よ
り
自
主
財
源
を
確

保
す
る
た
め
廃
校
と
な
っ
た
中
学
校
の
跡
地
に
市
営
太
陽

光
発
電
所
を
設
立
す
る
な
ど
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

導
入
に
意
欲
的
だ
っ
た
。
高
低
差
の
激
し
い
地
形
や
豊
か

な
水
源
を
生
か
し
、
地
域
に
は
昔
か
ら
農
業
用
水
を
使
っ

た
小
水
力
発
電
施
設
が
あ
り
、
古
い
も
の
は
1
0
0
年
ほ

ど
前
か
ら
使
わ
れ
て
い
る
と
い
う
。

　
16
年
夏
か
ら
は
、
県
と
市
が
誘
致
し
た
企
業
の
木
質
バ

イ
オ
マ
ス
発
電
所
が
稼
働
開
始
し
た
。
東
京
の
エ
ネ
ル
ギ

ー
事
業
会
社
の
グ
ル
ー
プ
社
「
エ
フ
オ
ン
豊
後
大
野
」
が

運
営
す
る
大
型
発
電
所
で
、
燃
料
と
な
る
未
利
用
木
材
や

建
築
廃
材
を
1
日
約
6
0
0
㌧
使
い
一
般
家
庭
3
万
戸
分

相
当
の
発
電
が
可
能
だ
。
木
材
は
な
る
べ
く
県
内
業
者
か

ら
調
達
し
て
い
る
。

地
域
資
源
流
出
を
防
ぐ
地
産
地
消
シ
ス
テ
ム
を

　
地
域
創
生
課
に
よ
る
と
、
こ
れ
ら
主
な
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
発
電
施
設
の
年
間
発
電
電
力
量
は
、
市
内
全
世
帯

数
約
1
万
6
0
0
0
戸
を
上
回
る
一
般
家
庭
約
4
万
戸
分

に
当
た
る
。
し
か
し
、
市
内
に
は
地
元
の
P
P
S
が
な
い

た
め
供
給
先
は
市
外
の
み
。
ま
た
、
市
が
負
担
す
る
公
共

施
設
の
電
気
料
金
は
年
間
約
4
億
円
に
上
る
が
、
こ
れ
も

青
木
ほ
の
か

大
分
支
局

市
内
全
て
の
電
力
需
要
、地
産
地
消
目
指
す

新
電
力
事
業
会
社
設
立
へ
―
大
分
県
豊
後
大
野
市

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用

　
大
分
県
豊
後
大
野
市
が
、
地
産
地
消
型
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
循
環
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
目
指
し
て
い
る
。
市

主
導
の
新
電
力
事
業
会
社
（
P
P
S
）
を
設
立
し
、
市
内
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
施
設
か
ら
電
力

と
排
熱
を
供
給
す
る
こ
と
を
検
討
。
さ
ら
に
地
域
の
バ
イ
オ
マ
ス
資
源
を
活
用
し
た
小
型
熱
電
併
給
装
置

を
大
型
施
設
等
に
配
置
し
、
将
来
的
に
は
市
内
の
電
力
需
要
は
全
て
市
内
で
賄
う
構
想
だ
。
市
は
林
業
振

興
や
新
産
業
育
成
な
ど
を
通
じ
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
を
地
域
活
性
化
に
つ
な
げ
よ
う
と
し
て
い
る
。

エフオン豊後大野が運営する木質バイオマス発電所（1月19日）
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入
札
を
経
て
契
約
し
た
地
域
外
の
事
業
者
に
支
払
わ
れ
て

い
る
。
担
当
者
は
「
地
域
内
で
発
電
し
た
電
力
・
資
金
共

に
外
へ
流
出
し
て
い
る
。
地
域
の
潜
在
力
を
生
か
す
エ
ネ

ル
ギ
ー
地
産
地
消
の
シ
ス
テ
ム
構
築
が
必
要
」
と
強
調
す

る
。

　
そ
こ
で
市
は
、
自
治
体
主
導
で
P
P
S
を
立
ち
上
げ
る

検
討
に
入
っ
た
。
地
域
内
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電

事
業
社
か
ら
電
力
を
買
い
取
り
、
公
共
施
設
や
一
般
家
庭

に
販
売
す
る
た
め
だ
。
発
電
時
の
排
熱
は
入
浴
施
設
や
観

光
農
園
な
ど
に
利
用
す
る
計
画
で
、
需
要
家
の
調
査
を
始

め
て
い
る
。
ま
ず
市
内
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
循
環
さ
せ
、
余

剰
電
力
が
発
生
す
れ
ば
都
市
部
へ
売
電
す
る
こ
と
も
可
能

と
い
う
。
事
業
資
金
は
半
分
程
度
を
市
が
出
資
し
、
残
り

を
地
元
金
融
機
関
や
企
業
か
ら
募
る
予
定
。

　
会
社
設
立
計
画
に
先
立
ち
昨
年
10
月
、
市
は
福
岡
県
み

や
ま
市
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及
に
関
す
る
連

携
協
定
を
締
結
し
た
。
15
年
3
月
に
日
本
初
の
自
治
体

P
P
S
「
み
や
ま
ス
マ
ー
ト
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
を
立
ち
上
げ

た
み
や
ま
市
か
ら
、
新
電
力
事
業
の
運
営
・
技
術
ノ
ウ
ハ

ウ
の
提
供
を
受
け
る
。
事
業
開
始
後
は
双
方
で
電
力
を
融

通
す
る
な
ど
、
ス
マ
ー
ト
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
や
低
炭
素
社

会
の
構
築
に
向
け
た
広
域
連
携
を
図
る
。

オ
ン
サ
イ
ト
型
で
高
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率

　
豊
後
大
野
市
が
本
年
度
中
に
策
定
す
る
新
エ
ネ
ル
ギ
ー

ビ
ジ
ョ
ン
の
素
案
に
は
、
既
存
発
電
施
設
を
使
っ
た
前
述

の
新
電
力
事
業
の
ほ
か
、
病
院
や
工
場
と
い
っ
た
高
需
要

施
設
に
小
型
の
バ
イ
オ
マ
ス
熱
電
併
給
装
置
を
設
置
す
る

構
想
も
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。
供
給
先
に
直
接
設
置
す
る

オ
ン
サ
イ
ト
型
の
装
置
の
た
め
大
型
発
電
所
の
よ
う
な
送

電
時
の
ロ
ス
が
発
生
し
な
い
。
ま
た
、
発
電
時
の
燃
焼
に

よ
る
排
熱
を
装
置
内
で
回
収
で
き
る
た
め
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

効
率
が
高
い
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。
非
常
時
の
防
災
拠
点
と

な
る
公
共
施
設
に
設
置
す
れ
ば
、
自
立
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
確
保
に
よ
る
防
災
力
強
化
も
期
待
で
き
る
。
新
た
な

施
設
建
設
の
必
要
も
な
く
展
開
し
や
す
い
と
し
て
、
市
は

市
内
全
域
で
の
設
置
実
現
を
模
索
す
る
。

　
地
域
創
生
課
内
に
1
月
か
ら
新
設
さ
れ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策
室
の
後
藤
毅
係
長
は
「
熱
電
併
給
装
置
の
燃
料
は
で

き
る
だ
け
地
域
の
バ
イ
オ
マ
ス
資
源
を
活
用
し
た
い
」
と

話
す
。
市
面
積
の
7
割
を
占
め
る
森
林
は
、
林
業
担
い
手

の
高
齢
化
で
間
伐
が
追
い
付
い
て
い
な
い
状
態
だ
。
間
伐

材
を
燃
料
に
使
用
す
れ
ば
、
森
林
保
全
や
二
酸
化
炭
素

（
C
O2
）
削
減
に
つ
な
が
る
。
ま
た
装
置
の
燃
料
に
は
、

チ
ッ
プ
状
に
し
た
竹
材
や
、
耕
作
放
棄
地
で
育
て
た
燃
料

用
作
物
、
し
尿
処
理
の
過
程
で
出
る
汚
泥
を
乾
燥
さ
せ
た

も
の
な
ど
も
使
用
可
能
と
い
う
。
後
藤
係
長
は
「
地
域
を

見
渡
し
て
見
え
る
も
の
全
て
燃
料
に
し
た
い
。
新
た
な
産

業
創
出
に
も
つ
な
が
る
の
で
は
」
と
期
待
す
る
。

集
中
型
か
ら
分
散
型
へ

　
東
日
本
大
震
災
以
降
、
大
規
模
な
集
中
型
エ
ネ
ル
ギ
ー

供
給
源
の
脆

ぜ
い
じ
ゃ
く弱

性
が
表
面
化
し
、
国
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給

の
リ
ス
ク
を
分
散
さ
せ
る
た
め
に
各
地
域
が
多
様
な
供
給

源
を
持
つ
こ
と
を
推
奨
し
て
い
る
。
地
域
主
導
の
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
を
支
援
す
る
た
め
、
総
務
省
が
実
施

自
治
体
を
募
る
「
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
・
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
策
定
事
業
」
も
、
そ
の
一
例

と
考
え
ら
れ
る
。
豊
後
大
野
市
は
市
の
地
産
地
消
エ
ネ
ル

ギ
ー
計
画
を
提
出
し
、
昨
年
10
月
に
委
託
団
体
に
採
択
さ

れ
た
。
委
託
金
2
3
0
0
万
円
を
活
用
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

需
要
の
調
査
や
試
算
を
進
め
、
本
年
度
中
に
具
体
的
な
政

策
の
指
針
と
な
る
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
を
策
定
す
る
た
め
の

有
識
者
会
議
を
開
い
て
い
る
。
来
年
度
に
は
広
く
理
解
を

得
る
た
め
の
住
民
向
け
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
を
予
定
し
て

お
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
の
早
期
実
現
を
目
指
す
。

みやま市との連携協定書調印式の様子（2016年10月4日、市提供）


